有料老人ホーム（未届け等）防火対策緊急整備支援事業補助について〔概要〕
１　目的
　　有料老人ホーム（未届け等）に対し、改正政令等で義務付けられる防火設備の設置を促進することにより、有料老人ホーム（未届け等）における防火安全対策を強化すること。
２　対象施設
　　有料老人ホームに該当しうる施設及び有料老人ホーム 〔公立施設は除く〕
３　補助対象事業等
（１）以下の防火設備等
　　① スプリンクラー設備

　　② 消防機関へ通報する火災報知設備

　　③ 自動火災報知設備

　　④ 図面作成など設備工事に当たって付随する経費

　　⑤ その他、消防機関の指摘等により改修を要する設備

　※ ①については、設置を基本とする。

（２）補助基準額

　　一箇所（一施設）あたり４７０万円　（定額補助）
４　補助条件

（１）申請者は、①補助協議時において有料老人ホームに該当しうる施設であって、申請日現在、　　都が有料老人ホームとしての老人福祉法の届出を受理している施設、または②有料老人　　ホームであること。
（２）本補助金事業の申請に際しては、他の補助金事業と重複しないこと。
（３）設置等の契約締結にあたっては、入札または見積り競争によること。

５　スケジュール

（１）協議書提出期限　平成２１年１２月４日（金）
（※ なるべく11月中にご提出ください。随時受け付けております。）
（２）補助内示　　　　平成２２年１月　 予定
（３）交付申請　　　　契約締結後（書類提出期限等は別途連絡）
（４）補助確定・支払　実績報告後（書類提出期限等は別途連絡）
６　提出及び問合せ先

　　　〒１６３－８００１
　　　東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

　　　都庁第一庁舎２４階中央

東京都 福祉保健局 高齢社会対策部 施設支援課 施設整備係
　　　有料老人ホーム整備担当　　０３－５３２０－４２６５（直通）

◎協議書の提出方法については、郵送・持参どちらでも結構です。






